
平成 30 年 10 月

平成 30 年度 平成 39 年度

１．事業概要

（１）

① 給　水

人

人

千㎥／ha

② 施　設　

％

③ 料　金

（水道料金） （量水器使用料）

区　分 超過料金 口径

　　用　途 料金 １㎥につき 13㎜ １ヶ月 400円

１ヶ月 8㎥まで 2,200円 230円 20㎜ 〃 470円

〃 10㎥まで 3,000円 280円 25㎜ 〃 490円

〃 20㎥まで 4,800円 210円 30㎜ 〃 610円

〃 50㎥まで 12,000円 140円 40㎜ 〃 700円

〃 100㎥まで 12,000円 130円 50㎜ 〃 2,640円

〃 50㎥まで 12,000円 200円 75㎜ 〃 3,300円

〃 100㎥まで 12,000円 140円

〃 10㎥まで 3,000円 300円

〃 1㎥まで 300円 300円

④ 組　織

　○組織体制

上下水道課長－課長補佐－上水道係長　－主任技師－臨時職員（徴収）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 施設担当係長

　○年齢構成等

20代 0人

30代 0人

40代 5人

50代 0人

60代 1人

合計 6人

（２）

（３） 経営比較分析表を活用した現状分析

平成11年4月1日

計 画 期 間 ：

2

～

管 路 延 長

水 源

3.61

基本水量

基本料金

5,500

3,711

家 事 用

営 業 用

料金

団 体 名 ：

事 業 名 ：

有 収 水 量 密 度

増毛町

水道事業

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力 4,770 ㎥／日

昭和26年12月1日 計 画 給 水 人 口

現 在 給 水 人 口法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

法適（全部）

団 体 及 び 会 社 用

鮮 魚 加 工 用

機 械 冷 却 用

製 氷 用

浴 場 用

臨 時 用

船 舶 用

これまでの主な経営健全化の取組

　　別添経営比較分析表参照　（平成28年度）

 　・料金改定により一般会計からの繰り入れを行わず、必要最小限の維持管理費により事業運営している。

増毛町水道事業経営戦略

事業の現況

用途別とし、基本料金、超過料金及び量水器使用料（口径別）を賦課している。

62 千ｍ

料 金 改 定 年 月 日
（ 消 費 税 の み の 改 定 は 含 ま な い ）

施 設 利 用 率 39

施 設 数

策 定 日 ：

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

1

供 用 開 始 年 月 日

 表流水 ,  ダム ,  伏流水 ,  地下水 ,  受水 ,  その他 



２．将来の事業環境

（１）

　　過去の給水人口の推移により将来の給水人口を予測しており、平成39年度の給水人口は2,901人と予測している。

Ｈ30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

3,621 3,533 3,447 3,363 3,281 3,201 3,123 3,047 2,973 2,901

（２）

　　給水人口予測により用途別給水量を推計し、今後の水需要を予測している。　給水人口同様、水需要予測も年々減少している。

Ｈ30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

733 731 728 725 723 720 717 715 712 709

550 548 546 544 542 540 538 536 534 532

75.0 75.0 75.0 75.0 75.0 75.0 75.0 75.0 75.0 75.0

（３）

　　給水人口予測による用途別給水量を推計した水需要により、今後の水道料金収入を予測している。　給水人口減少により、水道料金収入も年々減少している。

Ｈ30 H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39

124,522 124,032 123,544 123,058 122,574 122,092 121,612 121,134 120,658 120,183

（４）

　・施設の老朽化度合

　　　既に法定耐用年数（４０年）を超えた管路が存在し、今後更に増加していく状況にある。今後、中長期的な更新計画を策定し、更新事業を実施する。

　・施設の余剰能力の見通し

　　　配水能力3,000㎥／日に対し、平成29年度実績は、日最大2,405㎥／日、日平均2,019㎥／日となっている。今後は人口減少に伴い配水量も減少し、余剰能

　　　力が増加することから、近接の簡易水道事業との統合を検討する。

（５）

　　現在、増毛町定員適正化計画により職員数の削減や定数適正化に努めている。また、今後も積極的に事務事業の見直し、民間委託等を検討する。

３．経営の基本方針

　　　当施設は暑寒別川を水源とし、計画給水人口5,500人、配水能力は日3,000㎥となっている。

　　　当水道事業経営は、過疎化による人口減少及び住民の節水意識の向上により、今後更に給水収益の減少が見込まれ、厳しい経営状況が予想される。そのため、

　 事務事業の見直し,徹底した経営の効率化に取り組み、安心で安全な良質の飲料水を安定的に供給する。

４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

　・耐用年数を超えた配水管等の更新事業の平準化を図るため、施設等更新計画を策定する。

　・量水器交換工事の他は、年間２百万円の修繕工事を計上する。

　　・水道料金収入は、給水人口予測による用途別給水量を推計した水需要により予測している。

　　・企業債、繰入金、国庫補助等の収入は見込んでいない。

水需要の予測

施設の見通し

組織の見通し

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

年　　度

年間有収水量　（千㎥）

有　収　率　　　（％）

年間配水量　　（千㎥）

料金収入の見通し

年　　度

水道料金収入　　（千円）

目 標 　施設等の更新は必要最低限とする。

目 標 　人口減少等に伴い料金収入は減少するが、当面は一般会計からの繰り入れは行わず料金収入での健全経営に取り組む。

②　収支計画のうち財源についての説明

給　水　人　口　（人）

年　　度

給水人口の予測

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明



③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

　　・委託料は、検針及び料金徴収業務、水質検査業務等を委託し、人件費の削減を図る。

　　・修繕費は、機器等の定期的な点検補修の実施により、経費の削減を図る。

　　・職員給与費は、前年比１％増で計上している。

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資について検討状況等

②　財源について検討状況等

③　投資以外の経費についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、更新等に関する事項

修 繕 費

町長部局同様、人事院勧告を参考に決定している。

動 力 費

突発的な故障等が発生しないように、定期点検により計画的な修繕に努める。

料金徴収業務及び検針業務については既に民間委託としているが、更なる合理化を検討する。

電力自由化により、現在契約している電力会社以外との契約も検討する。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

特にありません。

企 業 債

委 託 料

遊休資産はありません。

そ の 他 の 取 組

特にありません。

概ね５年毎に見直しを行い、経営戦略の事後検証、更新を行う予定である。

施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等 の
投 資 の 平 準 化

既存の施設・設備の長寿命化に努め、投資の平準化に努める。

広 域 化 近隣自治体との広域化を検討する。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
更 新 等 に 関 す る 事 項

資 産 の 有 効 活 用 等 （ *2 ） に よ る
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 特にありません。

当面、借り入れの予定はありません。

一般会計からの繰入金はありません。

必要に応じ検討する。民 間 の 資 金 ・ ノ ウ ハ ウ 等 の 活 用
（ PFI ・ DBO の 導 入 等 ）

そ の 他 の 取 組

現在、料金の改定予定はありませんが、今後、施設の更新等が決定した段階で料金改定を判断する。

繰 入 金

浄水場の更新の際に、人口減少による給水量の減少に伴い、ダウンサイジング及び近接簡易水道事
業との統合を検討する。

施設・設備の更新時に現状に合わせた規模への合理化を図る。

職 員 給 与 費



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成28年度全国平均

※　平成24年度から平成25年度における各指標の類似団体平均値は、当時の事業数を基に算出していますが、管路経年化率及び管路更新率については、平成26年度の事業数を基に類似団体平均値を算出しています。

経営比較分析表（平成28年度決算）
北海道　増毛町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

369.71 12.46 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法適用 水道事業 末端給水事業 A9 非設置 4,606

－

- 46.24 84.06 5,360 3,814 13.00 293.38 【】

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

経常収支比率は平成９年度から１００％を超え、累
積欠損金比率は０％である。企業債残高は更新事業
を抑制していることから年々減少しております。施
設利用率は人口減少等による給水量の減少から年々
低下しております。有収率は大規模な漏水もなく、
ほぼ横ばいであります。

「経常損益」 「累積欠損」 「支払能力」 「債務残高」

2. 老朽化の状況について

現在更新事業を抑制しておりますが、法定耐用年数
を超えた管路等については、適切な維持管理により
漏水事故も少なく安定的に使用しており、有収水量
も横ばいであります。

「料金水準の適切性」 「費用の効率性」 「施設の効率性」 「供給した配水量の効率性」

2. 老朽化の状況

全体総括

現在経営的には安定しておりますが、給水人口の減
少により今後の経営は厳しい状況になることが予想
されます。今後は経営状況及び人口減少を考慮し、
必要最低限の更新事業を実施しながら安定経営に努
めていく必要があります。

「施設全体の減価償却の状況」 「管路の経年化の状況」 「管路の更新投資の実施状況」

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 2.04 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 0.62 0.23 0.34 0.29 0.41

90.00

95.00

100.00

105.00

110.00

115.00

120.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 113.17 114.11 105.00 104.93 107.96

平均値 100.73 109.50 106.28 108.35 114.74

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 33.02 34.63 49.88 52.08 54.12

平均値 38.52 39.05 50.44 51.44 52.40

0.00

2.00

4.00

6.00

8.00

10.00

12.00

14.00

16.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 4.49 0.00 3.20 4.28 11.36

平均値 6.76 8.18 9.64 11.68 14.01

①経常収支比率(％) 

0.00

10.00

20.00

30.00

40.00

50.00

60.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

平均値 50.06 44.30 32.31 26.85 27.19

0.00

1,000.00

2,000.00

3,000.00

4,000.00

5,000.00

6,000.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 5,604.10 3,165.22 224.75 200.36 167.68

平均値 2,322.97 2,098.87 571.30 527.82 477.44

0.00

100.00

200.00

300.00

400.00

500.00

600.00

700.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 658.11 631.59 619.50 600.19 540.79

平均値 547.42 536.90 495.43 488.50 485.75

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 112.66 113.83 105.12 105.15 108.31

平均値 80.62 80.01 81.90 82.42 83.59

190.00

195.00

200.00

205.00

210.00

215.00

220.00

225.00

230.00

235.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 210.49 206.90 218.61 220.54 208.69

平均値 229.31 232.46 227.97 226.99 230.22

37.00

38.00

39.00

40.00

41.00

42.00

43.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 42.38 41.75 40.84 39.02 42.32

平均値 40.12 41.24 40.70 39.91 41.09

72.00

73.00

74.00

75.00

76.00

77.00

78.00

79.00

H24 H25 H26 H27 H28

当該値 76.62 77.88 77.99 77.56 75.34

平均値 76.87 74.90 74.61 75.62 75.91

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％) 

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％) 

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％) 

【114.35】 【0.79】 【262.87】 【270.87】 

【90.22】 【59.94】 【163.27】 【105.59】 

【47.91】 【15.00】 【0.76】 



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ） (決  算)

１． (A) 126,194 125,690 128,052 124,432 123,944 123,458 122,974 122,492 122,012 121,534 121,058 120,583
(1) 125,452 125,014 124,522 124,032 123,544 123,058 122,574 122,092 121,612 121,134 120,658 120,183
(2) (B) 3,130
(3) 742 676 400 400 400 400 400 400 400 400 400 400

２． 15,915 15,107 14,427 14,340 14,340 12,606 9,877 8,277 7,513 7,374 7,369 7,369
(1)

(2) 15,803 15,106 14,427 14,340 14,340 12,606 9,877 8,277 7,513 7,374 7,369 7,369
(3) 112 1

(C) 142,109 140,797 142,479 138,772 138,284 136,064 132,851 130,769 129,525 128,908 128,427 127,952
１． 113,196 109,776 112,157 111,845 113,018 109,138 102,347 97,973 97,710 97,212 96,808 97,050
(1) 34,722 35,472 35,828 36,188 36,551 36,918 37,288 37,662 38,039 38,420 38,805 39,194

14,975 15,256 15,409 15,564 15,720 15,878 16,037 16,198 16,360 16,524 16,690 16,857

19,747 20,216 20,419 20,624 20,831 21,040 21,251 21,464 21,679 21,896 22,115 22,337
(2) 14,668 13,253 16,530 13,400 13,400 13,400 13,400 13,400 13,400 13,400 13,400 13,400

1,724 1,759 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800 1,800
3,039 2,225 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

174 56 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100
9,731 9,213 12,130 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000 9,000

(3) 63,806 61,051 59,799 62,257 63,067 58,820 51,659 46,911 46,271 45,392 44,603 44,456
２． 18,433 16,537 14,706 12,876 10,981 9,021 6,993 5,020 3,406 2,030 1,113 516
(1) 18,433 16,537 14,706 12,876 10,981 9,021 6,993 5,020 3,406 2,030 1,113 516
(2)

(D) 131,629 126,313 126,863 124,721 123,999 118,159 109,340 102,993 101,116 99,242 97,921 97,566
(E) 10,480 14,484 15,616 14,051 14,285 17,905 23,511 27,776 28,409 29,666 30,506 30,386
(F) 144
(G) 40
(H) 104

10,584 14,484 15,616 14,051 14,285 17,905 23,511 27,776 28,409 29,666 30,506 30,386
(I) 138,537 128,041 116,865 100,959 88,807 80,344 71,861 62,445 59,492 63,755 77,451 102,199
(J) 108,110 97,737 83,397 71,011 58,927 44,838 31,158 27,571 30,577 43,433 68,302 102,255

1,306 1,276 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300 1,300
(K) 65,251 68,943 70,330 72,283 74,270 76,213 67,838 61,900 50,259 38,712 30,061 18,166

60,675 63,739 65,569 67,463 69,424 71,341 62,940 56,976 45,308 33,734 25,056 13,133
2,310 2,470 2,495 2,520 2,546 2,572 2,598 2,624 2,651 2,678 2,705 2,733
2,266 2,734 2,266 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300 2,300

( I )
(A)-(B)

(L)

(M) 126,194 125,690 124,922 124,432 123,944 123,458 122,974 122,492 122,012 121,534 121,058 120,583

(N)

(O)

(P) 126,194 125,690 124,922 124,432 123,944 123,458 122,974 122,492 122,012 121,534 121,058 120,583

営 業 外 収 益

料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

本年度

営 業 収 益

平成31年度 平成36年度 平成37年度 平成38年度 平成39年度平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

補 助 金
他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入

そ の 他

収 入 計
そ の 他

そ の 他
減 価 償 却 費

営 業 外 費 用

収

益

的

支

出

営 業 費 用
職 員 給 与 費

基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費

支 払 利 息

流 動 負 債

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益
特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)

収

益

的

収

支

当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)
繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金
流 動 資 産

う ち 未 収 金

収

益

的

収

入

材 料 費

う ち 建 設 改 良 費 分
う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ）

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） (決  算)

１．

２．

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９． 13

(A) 13

(B)

(C) 13

１． 17,050 13,040 12,516 9,487 8,243 9,487 8,243 7,620 7,759 10,282 9,867 9,141

２． 57,052 60,675 63,739 65,570 67,464 69,424 71,341 62,941 56,977 45,308 33,735 25,056

３．

４．

５．

(D) 74,102 73,715 76,255 75,057 75,707 78,911 79,584 70,561 64,736 55,590 43,602 34,197

(E) 74,102 73,702 76,255 75,057 75,707 78,911 79,584 70,561 64,736 55,590 43,602 34,197

１． 47,859 45,945 45,372 47,918 48,727 46,213 41,782 38,635 38,758 38,018 37,234 33,520

２． 24,980 26,792 29,956 26,436 26,369 31,995 37,191 31,362 25,403 16,810 5,637

３．

４． 1,263 965 927 703 611 703 611 564 575 762 731 677

(F) 74,102 73,702 76,255 75,057 75,707 78,911 79,584 70,561 64,736 55,590 43,602 34,197

(G)

(H) 678,434 617,759 554,020 488,450 420,986 351,562 280,221 217,280 160,303 114,995 81,260 56,204

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ） (決  算)

平成39年度

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

本年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度

計

そ の 他

平成36年度 平成37年度 平成38年度

他 会 計 負 担 金

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

資

本

的

支

出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

企 業 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金

資

本

的

収

入

そ の 他

計

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

平成38年度

資

本

的

収

支

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

補

塡

財

源

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

平成39年度

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

平成32年度 平成33年度 平成34年度 平成35年度 平成36年度 平成37年度平成31年度本年度
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